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Ⅰ．平成１７年度海事局関係予算の概要 

 
１．予算の基本的考え方 
平成 13 年 1 月に発足した海事局は、船舶、海運、船員に関連した総合的な海事

行政を展開し、安全・円滑で環境にやさしい海上旅客輸送、海上貨物輸送を確保す

ることが使命である。 

海事局としては、船舶の製造・技術開発から海運事業に対するコントロール、海

運に係る労働行政まで、海事関係業務を一貫して所管しているメリットを活かし、よ

り効果的な施策の推進を図っていくこととする。 

特に、17 年度については、コスト削減等物流効率化に対するニーズの高まり、地

球温暖化等環境問題に関する意識の高まり、テロ対策等セキュリティ確保に対する

ニーズの高まり等、昨今の社会経済情勢を踏まえた諸施策に重点的に取り組んで

いくこととする。 

その際、港湾や物流を所管する省内関係部局はもとより、関係各省とも連携して、

施策の整合性を図るとともに、施策効果を高めていくこととする。 

 

・多国間・二国間交渉
　（外航海運自由化）

適 正 な 事 業 の 実 施

・事業の許可

・運航管理制度（安全の確保）

・油濁保障制度

・テロ対策

・共有船舶建造制度

外航海運
内航海運
旅客船

港湾運送事業

船 員 労 働 行 政 の 実 施

・日本人船員の確保（特に若年層）

・船員の技能向上、育成

・船員資格制度

船舶自体の安全確保（単体対策）

・船舶検査・登録

・寄港国による検査（ＰＳＣ）

・多国間交渉（国際基準策定、改定）

事 業 基 盤 確 保 、 新 技 術 開 発

・造船業の許可、国際競争力確保

・舶用工業振興

・環境にやさしい船舶等の技術開発

事 業 基 盤 確 保 、 新 技 術 開 発

・造船業の許可、国際競争力確保

・舶用工業振興

・環境にやさしい船舶等の技術開発

安全・円滑で環境にやさしい海上旅
客 輸 送 、 海 上 貨 物 輸 送 の 実 現

・船員に対する労働安全衛生行政の実施

総合的な海事行政の推進

・生活交通の確保（離島航路補助）

 



２．平成１７年度海事局関係予算総括表

（１）行政経費
　　　　

　　　　　（単位：百万円）

１．物流効率化及び環境保全 4,652 1,090 4.27

２．海事保安・安全対策 484 447 1.08

３．造船産業と技術開発 198 256 0.77

４．地域活性化 3,888 3,917 0.99

５．その他の経費 1,600 1,670 0.96

10,822 7,382 1.47

注）合計は四捨五入の関係で一致しない場合がある。

（２）独立行政法人経費
　　　　　（単位：百万円）

　海上技術安全研究所運営費交付金 3,202 3,089 1.04

　海上技術安全研究所施設整備費補助金 325 0 －

　海技大学校運営費交付金 1,109 1,230 0.90

合　　　　　計

１７年度
予算額
（Ａ）

区　　　　　　　　　分
前年度
予算額
（Ｂ）

対前年度
倍　率

（Ａ／Ｂ）

前年度 対前年度
予算額 予算額 倍　率区　　　　　　　　　分
１７年度

（Ａ） （Ｂ） （Ａ／Ｂ）

　航海訓練所運営費交付金 6,894 6,666 1.03

　航海訓練所船舶建造費補助金 0 1,137 0.00

　海員学校運営費交付金 1,823 1,835 0.99

　海員学校施設整備費補助金 163 213 0.77

　改革推進公共投資海上技術安全研究所施設整備資金貸付金償還時補助金 0 81 0.00

13,516 14,251 0.95

（３）財政投融資計画等総括表
　　　　　（単位：百万円）

　　　資金内訳
１７年度 前年度 倍率 １７年度 前年度 倍率

　区　分 （Ａ） （Ｂ） (A/B) （Ａ） （Ｂ） (A/B)

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構
　船舶勘定 21,600 26,900 0.80 111,289 116,924 0.95

　

財政投融資 自己資金等との合計

合　　　　　計



３．重点事項 

 （１）物流効率化及び環境保全 

経済的で環境にやさしい船舶（ｽｰﾊﾟｰｴｺｼｯﾌﾟ･ﾌｪｰｽﾞ１）の普及支援 

                        ４，０３１百万円（新規） 

○ 目 的 

これまでに開発されてきたスーパーエコシップに係る新技術を活用した、経済的で

環境にもやさしい船舶（スーパーエコシップ（ＳＥＳ）フェーズ１）の建造を支援することに

より、物流効率化と地球温暖化対策等の環境負荷低減を促進し、内航海運の活性化

を図ることを目的とする。 

○ 内 容 

船舶共有建造制度を活用してスーパーエコシップフェーズ１を建造する場合におい

て、船舶使用料の軽減を行うため、新たな資本金を鉄道建設・運輸施設整備支援機

構に対して出資する。 

○ 物流の効率化、地球温暖化や地域環境対策が緊急に必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 国からの新規出資金を原資とした新しい型の共有建造の実施 

 

 

 

⇒ これによって「経済的で」「環境にやさしい」船舶の早期普及を実現 

＋

環境負荷低減（NOx, SOx 33%減） 

単位貨物輸送量当たりの 

CO2排出量（12～17%減） 

船上作業量・整備費削減 

機関複数化による 

信頼性の向上等

船型改善による 

燃料消費減 

（5～7%減）

ＳＥＳフェーズ１（電気推進システム採用船）の導入効果： 

鉄道・運輸機構の経済的・技術的支援による普及促進の必要 

国からの出資金 鉄道・運輸機構 運用益による船舶使用料軽減 

技術支援の実施 



 

スーパーエコシップ・フェーズ２の研究開発 

                        １６４百万円（前年度 ５６４百万円） 

○ 目 的 

内航物流における大幅なコスト削減、快適な労働環境、環境負荷の低減を実現す

るため、新技術の開発を引き続き推進する。 

○ 内 容 

高効率舶用ガスタービンエンジン、ガスタービン対応型新船型、電気推進式二重反

転ポッドプロペラ等の革新的技術を採り入れた次世代内航船（スーパーエコシップ）を

開発する。 

 

 

①内航輸送コストの削減
②安全運航を確保しつつ省人化を促進
③船単体としての環境負荷の低減

○ 物流効率化
○ 物流における環境負荷低減

開発スケジュール

要素技術開発

実寸モデル

製作・試験

市場調査・基本設計
新船型等

ポッド

SMGT

船型開発

（研究開発）

次世代内航
推進システム
実証機設計
・製造

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

（耐久試験）

省人化

要素技術開発

実

証

試

験

推進効率１０％増推進効率１０％増

二重反転ポッドプロペラ

環境負荷低減（NOX 90%減, SOX 60%減, CO2 25%減） 船上メンテナンスフリー

従来型のガスタービンと比べ燃料消費量約30％減

環境負荷低減（NOX 90%減, SOX 60%減, CO2 25%減） 船上メンテナンスフリー

従来型のガスタービンと比べ燃料消費量約30％減

スーパーマリンガスタービン

次世代内航船推進システムの開発・実証

次世代内航船推進システムの採用により、理想の船型の採用（抵抗約１０％削減＋
積載量２０％増大） が可能になり、これにより、内航輸送コストの削減が図られる。

①内航輸送コストの削減
②安全運航を確保しつつ省人化を促進
③船単体としての環境負荷の低減

○ 物流効率化
○ 物流における環境負荷低減

①内航輸送コストの削減
②安全運航を確保しつつ省人化を促進
③船単体としての環境負荷の低減

○ 物流効率化
○ 物流における環境負荷低減

開発スケジュール

要素技術開発

実寸モデル

製作・試験

市場調査・基本設計
新船型等

ポッド

SMGT

船型開発

（研究開発）

次世代内航
推進システム
実証機設計
・製造

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

（耐久試験）

省人化

要素技術開発

実

証

試

験

開発スケジュール

要素技術開発

実寸モデル

製作・試験

市場調査・基本設計
新船型等

ポッド

SMGT

船型開発

（研究開発）

次世代内航
推進システム
実証機設計
・製造

13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度

（耐久試験）

省人化

要素技術開発

実

証

試

験

推進効率１０％増推進効率１０％増

二重反転ポッドプロペラ

環境負荷低減（NOX 90%減, SOX 60%減, CO2 25%減） 船上メンテナンスフリー

従来型のガスタービンと比べ燃料消費量約30％減

環境負荷低減（NOX 90%減, SOX 60%減, CO2 25%減） 船上メンテナンスフリー

従来型のガスタービンと比べ燃料消費量約30％減

スーパーマリンガスタービン

次世代内航船推進システムの開発・実証

次世代内航船推進システムの採用により、理想の船型の採用（抵抗約１０％削減＋
積載量２０％増大） が可能になり、これにより、内航輸送コストの削減が図られる。

推進効率１０％増推進効率１０％増

二重反転ポッドプロペラ

環境負荷低減（NOX 90%減, SOX 60%減, CO2 25%減） 船上メンテナンスフリー

従来型のガスタービンと比べ燃料消費量約30％減

環境負荷低減（NOX 90%減, SOX 60%減, CO2 25%減） 船上メンテナンスフリー

従来型のガスタービンと比べ燃料消費量約30％減

スーパーマリンガスタービン

次世代内航船推進システムの開発・実証

次世代内航船推進システムの採用により、理想の船型の採用（抵抗約１０％削減＋
積載量２０％増大） が可能になり、これにより、内航輸送コストの削減が図られる。



 

港湾物流効率化推進事業（内航フィーダー輸送の利用促進に向けた社会実験） 

 ３５百万円（前年度 ３２百万円） 

○ 目 的 

スーパー中枢港湾プロジェクトと一体となって、外航・内航コンテナ輸送の積替に係

る時間短縮やコスト低減を図るため、コンテナターミナルにおける社会実験等を通じ

て、内航フィーダー輸送のサービス向上と利用促進を図り、我が国港湾の国際競争

力の強化を目的とする。 

○ 内 容 

内航フィーダー輸送の効率化及び輸送力強化に対応した港湾荷役効率化のため

の調査及び港湾荷役システムの構築を行う。 

 

 

 

 

 

   

 

＜＜期期待待さされれるる成成果果＞＞   
・・外外航航・・内内航航ココンンテテナナ輸輸送送のの積積替替にに係係るる時時間間のの短短縮縮及及びびココスストト低低減減  

・・上上記記をを通通じじたた内内航航フフィィーーダダーー輸輸送送のの利利用用促促進進にによよるるススーーパパーー中中枢枢港港湾湾のの国国際際競競争争力力強強化化  

●内航コンテナ船の荷役効率化のための調査●内航コンテナ船の荷役効率化のための調査
●内航コンテナふ頭の荷役システムの試験的構築●内航コンテナふ頭の荷役システムの試験的構築
　（コンテナの蔵置・荷役等の移動情報管理システム）　（コンテナの蔵置・荷役等の移動情報管理システム）

内航コンテナ取扱量の増加、内航コンテナ船の大型化内航コンテナ取扱量の増加、内航コンテナ船の大型化
に対応した荷役効率化が必要に対応した荷役効率化が必要

内内航航フフィィーーダダーー輸輸送送のの利利用用促促進進にに向向けけたた社社会会実実験験 
＜＜社社会会実実験験のの内内容容＞＞

＜＜社社会会実実験験イイメメーージジ＞＞  

内航コンテナ船内航コンテナ船

海外港湾海外港湾

国内港湾国内港湾

外航輸送船外航輸送船

内航フィーダー船内航フィーダー船

積替積替積替積替

外航コンテナ船、内航コンテナ船の外航コンテナ船、内航コンテナ船の
スケジュールと荷役時間を考慮したスケジュールと荷役時間を考慮した

効率的な岸壁スケジュールの検討効率的な岸壁スケジュールの検討

積替えを行うコンテナ船の距離や積替えを行うコンテナ船の距離や
コンテナの数量等を考慮したコンテナの数量等を考慮した

コンテナ蔵置位置等最適な荷役の検討コンテナ蔵置位置等最適な荷役の検討

・メガターミナルのシステムと一体化した・メガターミナルのシステムと一体化した

情報システムの試験的な構築情報システムの試験的な構築
・（港湾局）荷役作業の一体化を図るための・（港湾局）荷役作業の一体化を図るための
メガターミナルと内航ふ頭とのメガターミナルと内航ふ頭との

埠頭間連携強化（公共）埠頭間連携強化（公共）

（管理者）（管理者）
・施設使用料の減免・施設使用料の減免
・内航コンテナ埠頭の確保・内航コンテナ埠頭の確保

積替積替積替積替

外航外航コンテナ船コンテナ船

スーパー中枢港湾スーパー中枢港湾

プロジェクトプロジェクト
メガターミナルメガターミナル

＜内航ふ頭の確保＞＜内航ふ頭の確保＞

ゲートゲート

＜直付け＞＜直付け＞



（２）海事保安・安全対策 

 

実実証証実実験験ののイイメメーージジ  

 

物流セキュリティ強化及びこれに連動した物流効率化の実現方策等に関する調査研究 

（電子タグ等を活用したコンテナの管理・輸送システムに関する実証実験の実施） 

  １６百万円（前年度 １３百万円）

○ 目 的 

国際物流に関する政策群に基づく施策パッケージ（Ｈ１６策定）の有効性の検証、官民

一体となった電子タグを活用した管理システムの導入方策の確立及び対米輸出の円滑

化、国内のセキュリティ強化を目的とする。 
○ 内 容 

①国際海上コンテナの管理・輸送における電子タグ等の活用方策の実証実験（コンテ

ナターミナル内）、②関連技術の実用性、物流セキュリティ面及び効率性向上面での有

効性の検証、③安全かつ効率的な国際物流の実現のためのビジネスモデル導入方策

の立案。 
 

適切な貨物情報
伝達の実現

積降作業の
円滑化

積降作業の
円滑化

コンテナ輸送のｾｷｭﾘﾃｨ強化＋物流効率化

陸送・海送 輸入輸出 海上輸送（国際）出荷

電子シール
による封印

入荷

コンテナ開閉
状況管理

コンテナ内
貨物監視

コンテナ
位置追跡

G-SCM高度化等

情報伝達の
円滑化

コンテナ積載
貨物の管理

陸送・海送

主要実証項目

●コンテナ開閉状況管理技術
●コンテナ積載貨物の管理技術
●物流効率化（情報伝達の円滑化）手法の検証

・・セキュリティ・セーフティ管理等の高度な機能を有したコンテナの実現

＜＜期期待待さされれるる成成果果＞＞  
・・国国際際ココンンテテナナ物物流流ののセセキキュュリリテティィ強強化化  

・・ココンンテテナナタターーミミナナルルににおおけけるる物物流流効効率率化化  



 

 

 

ポートステートコントロール体制等の整備 

                      １３１百万円（前年度 １３２百万円） 

○ 目 的 

ポートステートコントロール（ＰＳＣ：外国船舶への立入検査）を的確に実施すること

により、国際基準を満たさない船舶を排除し、我が国近海の海上航行の安全及び海

洋環境の保護を図る。 

○ 内 容 

・ ＰＳＣを円滑かつ効果的に実施するために必要な機材等の整備を図る。 

・ ＰＳＣ検査隻数を増加させるとともに、欠陥率の高い国の船舶に対して集中的に

ＰＳＣを実施する。 

 

　ポート・ステート・コントロール（ＰＳＣ）の実施

●ＰＳＣとは、安全及び海洋環境保護の観点から、寄港国によって外国船舶に対して行われる
　 監督（立入検査）

　
　 その手続きは；

寄港した外国船舶
への立入り検査

国際条約に定める
基準*への適合・不

適合の確認

重大な不適合があればその場
での是正または回航先での是
正を命令

*　船舶・船員への基準は条約（※）により国際的に統一され
　 ている。

（※） ・海上人命安全条約 ・・・ 船舶のテロ対策措置の追加（H16年7月）

・海洋汚染防止条約
・満載喫水線に関する国際条約
・船員の訓練・資格・当直基準に関する条約

　アジア太平洋周辺諸国間の協力の枠組みである　「アジア
太平洋地域におけるＰＳＣに関する覚書（東京ＭＯＵ）」に基
づき、周辺諸国と協力してＰＳＣを実施している。

ＰＳＣの現場（救命艇の確認）

●我が国の実施体制
平成９年度より「外国船舶監督官」を全国に配置し、
毎年その体制を強化
（平成１６年度末：４３官署１２４名）

 



 

 

（３）地域活性化 

離島航路整備費補助 

                                            ３，８８１百万円 

離島航路補助      ３，８３８百万円 

バリアフリー化建造費補助 ４３百万円 

（前年度 ３，９０１百万円） 

○ 目 的 

「離島航路整備法」に基づき、離島航路の維持・改善を図るとともに、船舶のバリア

フリー化を推進することにより、生活交通の確保、高齢者等の移動の円滑化を図る。 

○ 内 容 

離島航路事業者に対し、当該航路を維持するために必要な補助金を交付するとと

もに、離島航路就航船舶のバリアフリー化に要する費用の一部を補助する。 

   

離島航路の維持・改善

補助対象航路

離島航路補助

離島への唯一航路

他の交通機関によることが著しく不便

欠損の一部補助

バリアフリー化建造費補助

船舶のバリアフリー化
補助率 バリアフリー化工事費の５０％

離島住民の唯一の交通手段である離島航路の維持・改善を図る

（平成１７年度補助対象航路・事業者数：（平成１７年度補助対象航路・事業者数： １２３航路１２３航路 １１１１６６事業者事業者））

３，８３，８３８３８百万百万円円 ４３４３百万円百万円

離島航路補助金（離島航路整備法）離島航路補助金（離島航路整備法）

 

一  般  航  路  

離  島  航  路  

生  活  航  路  

補  助  航  路  

一般旅客定期航路事業に係る航路 

   ＜６１９航路＞     

本土と離島、離島間等を結ぶ航路 

   ＜３３６航路＞     

離島航路のうち、生活のために必要な目的地と離島

等を連絡し、住民や生活物資等を輸送する航路   

        ＜２８４航路＞         

離島航路のうち、唯一かつ赤字の航路

    ＜１２６航路＞      

平成１６年４月１日現在平成１６年４月１日現在

 



Ⅱ．テーマ別主要事項概要 

１． 物流効率化及び環境保全 

 

経済的で環境にやさしい船舶（ｽｰﾊﾟｰｴｺｼｯﾌﾟ･ﾌｪｰｽﾞ１）の普及支援 

                        ４，０３１百万円（新規） 

 

【再掲：３ページ参照】 

 

 

 

 

スーパーエコシップ・フェーズ２の研究開発 

                        １６４百万円（前年度 ５６４百万円） 

 

【再掲：４ページ参照】 

 

 

 

 

港湾物流効率化推進事業（内航フィーダー輸送の利用促進に向けた社会実験） 

                            ３５百万円（前年度 ３２百万円） 

 

【再掲：５ページ参照】 



 

 

 

船舶からの環境負荷低減（大気汚染、地球温暖化防止関連）のための総合対策 

                        １２８百万円（前年度 ７６百万円） 

○ 目 的 

船舶からの排出ガスについて、環境基準等の規則の策定・実施と新技術の開発・

普及を一体的に推進することにより、大気汚染・地球温暖化の防止を図ることを目的

とする。 

○ 内 容 

・ＭＡＲＰＯＬ条約附属書Ⅵの確実な実施、将来におけるＣＯ２削減基準策定等の動き

に向けたモニタリング調査 

・船舶からの大気汚染・地球温暖化防止に関する新技術の調査・研究開発の推進 

・新たな環境規制の実施手法に関する調査 

  

 

 



 

 

 

放置座礁船対策の推進 

                        １７５百万円（前年度 １３３百万円） 

○ 目 的 

一定の船舶に保険加入を義務付けるとともに、船舶の座礁等に伴う油回収に関し

国の支援措置を講じることにより、船舶の事故等による損害の補償を確実なものとす

るとともに、座礁船等による油汚染の速やかな回収を促進することで海洋環境の保全

を図る。 

○ 内 容 

１００トン以上の外航船（タンカーを除く）に保険加入を義務付ける制度の施行に必 

要な経費及び外国船の座礁等による油濁損害の防除費用に対する地方自治体への

補助金 

 

 

【放置座礁船の概要】

○１００トン以上の外航船（タンカー除く※）に、保険加入を義務付け
※タンカーについては、国際条約で義務付け済み

→ H16.4に油賠法改正、H17.3より無保険船の入港禁止。

→ 港湾EDIの導入等、法施行に必要な経費 予算額：80百万円

○外国船による油濁損害の防除費用に対する補助金

→ 自治体に対し、外国籍の座礁船等による油濁損害を防除するために要

した費用の補助金（H16年度創設） 予算額： 95百万円

放置座礁船対策の概要放置座礁船対策の概要

【放置座礁船問題】

○保険未加入の外国船が、全国沿岸で座礁・放置

○やむを得ず地方公共団体が油防除や船舶撤去の場合も

【放置座礁船問題の原因】

○保険加入が義務付けられていない

→ 外国船の平均保険加入率 ７３％

○資力不足等により、船主等が油濁防除措置や船体撤去を講じ

ない
対
策

放置座礁外国船の位置 放置座礁外国船の例

【放置座礁船の概要】

○１００トン以上の外航船（タンカー除く※）に、保険加入を義務付け
※タンカーについては、国際条約で義務付け済み

→ H16.4に油賠法改正、H17.3より無保険船の入港禁止。

→ 港湾EDIの導入等、法施行に必要な経費 予算額：80百万円

○外国船による油濁損害の防除費用に対する補助金

→ 自治体に対し、外国籍の座礁船等による油濁損害を防除するために要

した費用の補助金（H16年度創設） 予算額： 95百万円

放置座礁船対策の概要放置座礁船対策の概要

【放置座礁船問題】

○保険未加入の外国船が、全国沿岸で座礁・放置

○やむを得ず地方公共団体が油防除や船舶撤去の場合も

【放置座礁船問題の原因】

○保険加入が義務付けられていない

→ 外国船の平均保険加入率 ７３％

○資力不足等により、船主等が油濁防除措置や船体撤去を講じ

ない
対
策

放置座礁外国船の位置 放置座礁外国船の例

 



接岸中の旅客船に対する陸上電力供給に関する調査 
                                      １５百万円 （新規）

     
○ 目 的 
     接岸中の旅客船から排出される温室効果ガス等の削減に向けた施策の構築等につ

いて調査、検討を行う。 
○ 内 容 
     旅客船の設備、運航形態、接岸中の機関稼働等の状況、排出ガスの量及び陸上電

力供給の実態等を調査し、実行上の課題の整理及び対策を検討する。 

 
 
 

 

       地域環境・国内環境の保全に貢献

接岸中の機関停止

接岸中の旅客船への陸上電力供給
～ 船舶版アイドリングストップへ向けて ～

  接岸中の電源確保対策・・・陸上からの送電

　接岸中の電源確保のため機関稼働
　　　　　（港湾地域の大気汚染）

大幅に低減！

ＣＯ２年間排出量
　　約７００ トン

ＣＯ２年間排出量
　　　　約１，１００ トンの削減

　　発電所

　　　ＣＯ２年間総排出量
　　　　　約６０，０００トンの約１．８％に相当

ＣＯ２・・ＮＯｘ・・ＳＯｘ

※１２，０００Ｇ／Ｔ型の長距離フェリーの場合

ＣＯ２年間排出量
　約１，８００ トン

地球環境・国内環境の保全に貢献 



 

 

２．海事保安・安全対策 

 
 

物流セキュリティ強化及びこれに連動した物流効率化の実現方策等に関する調査研究 

（電子タグなどを活用したコンテナの管理・輸送システムに関する実証実験の実施） 

 

                        １６百万円（前年度 １３百万円） 

 

 
【再掲：６ページ参照】 

 
 

ポートステートコントロール体制等の整備 

                        １３１百万円（前年度 １３２百万円） 

 

 
【再掲：７ページ参照】 
 
 
 
  



 

 

 

海事保安強化のための基盤システムの構築（船員データの電子化） 

                        １２６百万円（前年度 ８０百万円） 

○ 目 的 

船員が受有する船員手帳等に記載されている船員に関するデータをバイオメトリク

スを取り入れた上で電子化することにより、偽造、成りすましの防止を図るとともに、船

員行政を効率化する。 

○ 内 容 

① 平成１６年度に行っている基本設計に基づき、試行的導入に必要な船員データ

電子化システムを構築する。 

② ①により構築したシステムを実際に地方運輸局職員が運用し、管内の船員をモ

ニターとして、船員手帳等の交付、雇入契約の届出、船員労務監査、海技試験

受験申請等の事務を試行的に行う。 

③ 政策目標として掲げられている数値目標が達成されているかを確認するため、

バイオメトリクス認証の誤認率、船員手帳交付事務処理時間等について検証

し、結果を取りまとめる。 

 

船員行政の効率化海事保安の強化

＜国際労働機関（ＩＬＯ）＞
・船員の身分証明に関する条約
　　　　　　　　　　　　（Ｈ１５年６月採択）
　※身分証明書への生体情報の搭載

　

＜地方運輸局等窓口＞
・船員手帳受付業務
　※申請に基づき職員が手書き発給
・海技免状受験申請
　※履歴証明を別途申請する必要　

－等－　

　船　員　デ　ー　タ　の　電　子　化船　員　デ　ー　タ　の　電　子　化

　　　・船員手帳等への生体情報の搭載による本人確認の強化
　　 ・船員行政手続きの電子化、ワンストップ化による効率化

（平成１７年度）
•試行的導入による検証

••誤認率を一定数以下に誤認率を一定数以下に
••手続き所要時間を一定時間内に短縮手続き所要時間を一定時間内に短縮

••電子化システムの設計を完了電子化システムの設計を完了
••試作品による機能確認試作品による機能確認

（平成１６年度）
•システム設計に必要な諸課題の調
査検討
•船員手帳等の試作

実　　　用　　　化
（平成１８年度以降）

事業計画
達成目標

 



 

 

 

海上安全及び海洋環境保全に対する国際的な取組みの強化 

                        ６４百万円（前年度 ７０百万円） 

○ 目 的 

世界有数の海運・造船国である我が国が、ＩＭＯ（国際海事機関）等における国際

的検討をリードし、世界的な海上安全の向上・海洋環境の保全に貢献する。 

○ 内 容 

・ 次世代海上遭難及び保安通信システムの構築 

・ バラスト水管理条約の円滑な実施の推進 

・ オホーツク海氷中航行安全技術基準の策定 

・ ＡＦＳ条約に基づく船底塗料及び防汚方法に関する調査 

・ 国際的機構（ＩＳＯ等）への対応 

 

 

国際電気標準会議
（IEC）

海上安全及び海洋環境保全に対する国際的な取り組みの強化

安全で美しい海の実現安全で美しい海の実現

○海上安全の確保と
海洋環境保全

国際海事機関
(IMO)

我が国のイニシアティブ
・国際機関への提案・実現
・国際条約の実施

●サブスタンダード船の排除・交通大臣会合のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ

●海洋環境の保全

●海上安全対策
・次世代海上遭難及び保安通信システムの構築

・ＥＱＵＡＳＩＳの維持・発展

（ナホトカ号、エリカ号、
プレステージ号事故）

海 難 事 故

・バラスト水管理条約の円滑な実施の推進

・オホーツク海氷中航行安全技術基準の策定

・ＡＦＳ条約に基づく、船底塗料及び防汚方法に関する調査

・新しい概念に基づく船体構造強度基準の策定

沖縄ｻﾐｯﾄ2000、ｶﾅﾀﾞ・ｶﾅﾅｽｷｽｻﾐｯﾄ2002、仏・ｴﾋﾞｱﾝ
ｻﾐｯﾄ2003、米・ｼｰｱｲﾗﾝﾄﾞｻﾐｯﾄなどの国際約束

国際標準化機構
（ISO）

・ＩＳＯ等への対応

 



 

 

マシ海峡の現状 

マラッカ・シンガポール海峡におけるセキュリティ及び航行安全対策 

                   ２５百万円 （前年度 １９百万円）

○ 目 的 

マラッカ・シンガポール海峡は、我が国にとっても輸入原油の８割超が通航する極め

て重要な海峡であるが、船舶交通が輻輳し、また、海賊行為が多発し、テロの発生も懸

念されている。このため、同海峡の航行安全対策、海賊、海上テロ対策等を推進する。 

 

○ 内 容 

・ 同海峡の航行安全対策に関する沿岸国及び利用国の公平な負担のあり方に係る検

討に資するよう、船籍、運航者、輸出輸入先別通航量を調査 

・ 海賊・海上テロ対策に効果的な船上訓練の手引きを作成・配布 

・ 我が国商船隊の輸送ルート情報、動静をビジュアルマップ化するシステムを導入 

１．海峡航行安全対策に対する沿岸国及び利用国の公平な負担

同海峡を通航する船舶の船籍・運航者・輸出輸入先別通航量を調査、結果に
基づき沿岸国と協力して日本以外の利用国・利用者に応分の負担を要請

２．海賊・海上テロに対する自主警備の強化

船上訓練マニュアルの作成、日本船社に配布

１．海峡航行安全対策に対する沿岸国及び利用国の公平な負担

同海峡を通航する船舶の船籍・運航者・輸出輸入先別通航量を調査、結果に
基づき沿岸国と協力して日本以外の利用国・利用者に応分の負担を要請

２．海賊・海上テロに対する自主警備の強化

船上訓練マニュアルの作成、日本船社に配布
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日本商船隊の原油タンカーが自動車
運搬船（韓国籍）と衝突
（2004年5月22日）

日本商船隊の海難事故

日本商船隊の海賊被害
（2003年）

3月18日（油送船）

10月19日（ばら積み船）

11月24日（コンテナ船）

海峡封鎖に
伴う代替航路

事故・海賊発生
により海峡封鎖 海峡封鎖に

伴う代替航路
1

3
2

1

2

3

３．リスクへの対応 

我が国商船隊の輸送ルート情報、動静をビジュアルマップ化するシステムを導入 



    
 

３．造船産業と技術開発 

【 実証試 験に よる開発 】

天然ガスハイドレート(NGH)輸送船の開発 (H17年度～H20年度)

ノ ン バ ラ ス ト 船 の 開 発 (H15年度～H17年度)

外
航
船
に
よ
る
環
境
負
荷
の
低
減

運
航
コ
ス
ト
の
低
減

成
果

天然ガス

NGHペレット
（-20℃，大気圧）

積荷役

中小ガス田

利用者へ

航海

NGH製造・ペレット化NGH製造・ペレット化

NGH ペレット

NGH 粉NGH 粉

揚荷役・再ガス化

天然ガス

NGHペレット
（-20℃，大気圧）

積荷役

中小ガス田

利用者へ

航海

NGH製造・ペレット化NGH製造・ペレット化

NGH ペレット

NGH 粉NGH 粉

揚荷役・再ガス化

NGH 粉

揚荷役・再ガス化

より安価な天然ガス輸送

成
果

ノンバラスト船の開発

ノンバラスト船の喫水線

通常の船の喫水線
　(バラスト水非積載時)

通常の船型

ノンバラスト
船型

2．浅喫水対応推進
　システムの開発

3．波衝撃圧推定
　システムの開発

1．Non-Ballast
　最適船型の開発

ノンバラスト船の開発

ノンバラスト船の喫水線

通常の船の喫水線
　(バラスト水非積載時)

通常の船型

ノンバラスト
船型

2．浅喫水対応推進
　システムの開発

3．波衝撃圧推定
　システムの開発

1．Non-Ballast
　最適船型の開発

効率的かつ確実な荷役システムの構築効率的かつ確実な荷役システムの構築

輸送中のハイドレート貨物の挙動解析
輸送中のハイドレート貨物の挙動解析

効果的かつ安全な貨物船倉ｼｽﾃﾑの構築効果的かつ安全な貨物船倉ｼｽﾃﾑの構築

 

高度船舶技術開発 
                   ５８百万円 （前年度 ６７百万円）

○ 目 的 

船舶に求められている要請に応じた技術開発を行うことにより、さらなる国際的な貢献

を行うとともに、我が国造船業の国際競争力の強化に資することを目的とする。 
○ 内 容 

LNG やパイプラインによる輸送に適さないとされる中小ガス田の開発を可能にするた

め、天然ガスハイドレート（カゴ状の水分子が、その中心に天然ガスを取り囲んだ、水和

物と呼ばれる固体物質）の輸送船を開発する。また、バラスト水の海域間移動による外来

性生物拡散の防止を図るため、ノンバラストによる航行に最適な新船型を採り入れた外航

船を開発する。 
 



 
 

 

製造業の多くが空洞化する中、国内生産比率ほぼ100%、
半世紀近く世界シェアトップ

我が国造船産業は、国内生産拠点を維持しながら今後も
発展していくべき重要な産業

製造業の多くが空洞化する中、国内生産比率ほぼ100%、
半世紀近く世界シェアトップ

我が国造船産業は、国内生産拠点を維持しながら今後も我が国造船産業は、国内生産拠点を維持しながら今後も
発展していくべき重要な産業発展していくべき重要な産業

我が国造船産業のビジョン
201０年頃において、世界シェア1/3の生産体制の国内維持

（『造船産業競争戦略会議より』）

　　　　　　　　

　　　　　　　　　　かつて存在しなかった構造的問題に直面かつて存在しなかった構造的問題に直面
・技能者の高齢化（わが国造船技能者の約５割が50歳以上）
・下請け依存率が拡大（主要造船所の社外工比率は65%に）
・新卒者の教育基盤の脆弱化（工業高校造船科は12校(S50代)→3校(H16)）
・中小は研修、OJTの余裕無し　

・競合国に対抗できる人的資源を確保し、国内生産を守りつつ、世界トップの産業競争力を維持
・今後10年間で約2万人の技能者の雇用を創出し、地域経済を活性化

・競合国に対抗できる人的資源を確保し、国内生産を守りつつ、世界トップの産業競争力を維持
・今後10年間で約2万人の技能者の雇用を創出し、地域経済を活性化

若手技能者中心の年齢構成に
（技能レベル低下の危機）

10年後の技能者の年齢構成現在の技能者の年齢構成

約２万人を新規に採用
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高い生産性を支えてきた

熟練技能者が高齢化

人材育成支援事業による円滑な技能伝承（国費補助）人材育成支援事業による円滑な技能伝承（国費補助）
　・造船集積地での研修等による新規採用技能者の早期育成
　・人材データベースの構築による高齢技能者の指導者としての活用

工程の全自動化ができ
ない造船業では、現場
の優秀な技能者が生産
性と品質の鍵　
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工程の全自動化ができ
ない造船業では、現場
の優秀な技能者が生産
性と品質の鍵　

造船産業人材育成支援事業 

                 ５４百万円 （前年度 ５５百万円）

○ 目 的 

次世代を担う人材に効率的な訓練を施して造船に関する「匠」の技能を円滑に伝承す

るとともに、技能者に係る人材データベースを構築してその活用を促進することにより、

造船業の技術基盤を維持し国際競争力を確保し、もって地域経済活性化と雇用創出を

図る。 
○ 内 容 

新卒・中途採用者の即戦力化のための座学・実技研修、技能人材データベースの構

築・運用といった造船業における就業・研修サービスを支援する。 
 



 

 

 

先進安全航行支援システム（INT-NAV）の調査研究 

                        １３百万円（新規） 

○ 目 的 

船舶に搭載されている各種航行支援装置（レーダー、ＡＩＳ等）から得られる情報を

有効に活用し、他船との衝突・座礁の危険性を示し、衝突回避の判断のための情報

を、船員（航海士）に負担なく的確に伝達する航行支援システムの開発を支援すると

共に、こうした新しい機器の安全性及び有効性を評価する手法を確立し、海上交通の

安全性の向上を図る。 

○ 内 容 

・先進安全航行支援システム（INT-NAV）の性能要件策定のための調査 

・評価指標の策定及びシミュレーション実験 

 

 



 

 

４．地域活性化 

離島航路整備費補助 

                                 ３，８８１百万円 

離島航路補助      ３，８３８百万円 

バリアフリー化建造費補助 ４３百万円 

（前年度 ３，９０１百万円） 

【再掲：８ページ参照】  

 

 

沿岸域における適正な水域活用等の促進 

                        ６百万円（新規） 

○ 目 的 

港湾等の公共水域や港湾施設等の既存ストック、小型船舶などを利活用した地域

の取り組みを支援するとともに、水域活用方策を検討することにより沿岸域における

水域等の適正かつ安全な利活用を促進する。 

○ 内 容 

① ケーススタディ調査 

② 適正かつ安全な水域利用促進方策の検討 
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水域活用等促進支援プログラム水域活用等促進支援プログラム
・ケーススタディ調査
・課題解決の方策検討
・主体間の合意形成 等

背景背景

・沿岸地域における地元産業の沈滞や漁業の衰退等
・公共水域や港湾施設などの既存ストックの有効活用の必要性
・多様な関係者間の合意形成の必要性
・健全で安全な小型船舶等の利用環境整備への要望
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選定,予算案件
説明

沿岸域における適正な水域活用等促進プログラム沿岸域における適正な水域活用等促進プログラム沿岸域における適正な水域活用等促進プログラム

市民市民
沿岸域の

利用者ニーズ

沿岸域の
利用者ニーズ

舟艇関係事業者
マリーナ事業者

舟艇関係事業者
マリーナ事業者

・規制等との調整
・情報提供 等

・規制等との調整
・情報提供 等国土交通省国土交通省

民間企業民間企業

・制
度
化
、
ル
ー
ル
策
定
等
検
討

・先
進
事
例
の
提
示



 

 

５．その他海運を巡る主要課題への対応 

内航海運暫定措置事業の着実な実施 

                       政府保証契約の限度額の設定 ５３０億円 

○ 目 的 

内航海運の活性化を図るため、内航海運暫定措置事業を円滑かつ着実に実施す

る。 

○ 内 容 

内航海運暫定措置事業の実施に必要な資金の一部について政府保証を行う。 

 

 

民間金融機関

政府保証

鉄道・運輸機構

商 工 中 金

民間金融機関

内航総連

保有船舶を解撤
等する者

船 舶 建 造 者

１．内航海運暫定措置事業の概要

融資

返済

交付金

納付金

融資

２．暫定措置事業に係る内航総連の所要資金額
（単位：億円）

３．船舶建造・解撤の実績（平成10年からの累計。平成16年11月現在の認定ベース）

（注）代替建造等による解撤分を含む

・平成10年5月、内航海運の活性化を図るため、導入。
・①Ｓ＆Ｂ方式による船腹調整事業解消に伴い、無価値化した引当資格の経済的

影響を考慮したソフトランディング策
②船腹需給の適正化等を図る構造改革策

内 航 海 運 暫 定 措 置 事 業 に つ い て

530

1,100

17年度

530

1,100

16年度

（当初）

370

900

14・15年度

（当初）

290

800

13年度

（補正）

210

700

13年度

（当初）

政府保証枠

資 金 枠

530

1,100

17年度

530

1,100

16年度

（当初）

370

900

14・15年度

（当初）

290

800

13年度

（補正）

210

700

13年度

（当初）

政府保証枠

資 金 枠

納付金 354億円

交付金 1,233億円

金額

▲135万トン（▲1,595隻）

107万トン（ 434隻）

▲241万トン（▲2,029隻） （注）

トン数（隻数）

差引

建造

解撤

納付金 354億円

交付金 1,233億円

金額

▲135万トン（▲1,595隻）

107万トン（ 434隻）

▲241万トン（▲2,029隻） （注）

トン数（隻数）

差引

建造

解撤



 

 

 

水先制度の見直しに係る諸施策の推進 

                        ２４百万円（新規） 

○ 目 的 

近年における日本人船員の減少、港湾関係諸経費低減への要請の強まり等の水

先を取り巻く情勢の変化に対応するため、航行安全の確保に留意しつつ、時代に即し

た水先制度のあり方について、関係者で議論しているところ。そのため、所要のデータ

収集等を行い、適切な議論に資することを目的とする。 

○ 内 容 

船舶の航行の安全性を確保しつつ、時代に即した制度とするため、水先制度の見

直しに当たり、技術面からの安全性等の検証を実施する。 

 

 

船舶交通の安全の確保　　船舶の運航能率の増進　　海洋環境の保護船舶交通の安全の確保　　船舶の運航能率の増進　　海洋環境の保護

水先制度の見直し水先制度の見直し

○水先とは船舶が輻輳する港等の交通の難所において、水先人が乗り込み、船舶を導くこと。
○船舶交通の安全の確保及び運航能率の増進のため、国際的に実施されている制度。
○全国で特に交通の難所とされる港又は水域１０ヶ所で、国土交通大臣の免許を有する水先人の乗船を
　 義務付けている。（強制水先）

○水先とは船舶が輻輳する港等の交通の難所において、水先人が乗り込み、船舶を導くこと。
○船舶交通の安全の確保及び運航能率の増進のため、国際的に実施されている制度。
○全国で特に交通の難所とされる港又は水域１０ヶ所で、国土交通大臣の免許を有する水先人の乗船を
　 義務付けている。（強制水先）

　【水先制度の見直しにおける主要な論点】

　○水先区・強制対象船舶の範囲のあり方
　○水先人免許制度・水先人の養成・懲戒等
　○水先人会・水先業務の運営のあり方
　○水先に対する国の関与のあり方

　→ 水先制度のあり方に関し

　　　　　　　　　制度全般にわたり議論

船舶航行の
安全性の確
保に留意

　【水先制度の見直しにおける主要な論点】

　○水先区・強制対象船舶の範囲のあり方
　○水先人免許制度・水先人の養成・懲戒等
　○水先人会・水先業務の運営のあり方
　○水先に対する国の関与のあり方

　→ 水先制度のあり方に関し

　　　　　　　　　制度全般にわたり議論

船舶航行の
安全性の確
保に留意

船舶航行の
安全性の確
保に留意

※水先人の主な供給源である日本人船長の減少傾向
※港湾関係諸経費低減への要請の強まり　　　　　　　　等

水先を取り巻く経済社会情勢の変化
に対応し、時代に即した制度となるよ
う抜本的な見直しが必要　

※水先人の主な供給源である日本人船長の減少傾向
※港湾関係諸経費低減への要請の強まり　　　　　　　　等

水先を取り巻く経済社会情勢の変化
に対応し、時代に即した制度となるよ
う抜本的な見直しが必要　

主要港の交通量調査等
必要なデータ収集・検証

主要港の交通量調査等
必要なデータ収集・検証

 



 

 

 

船員の雇用対策 

              ５４６百万円 

船員雇用促進対策             ６２百万円 

船員離職者職業転換等給付金  ４２０百万円 

船員雇用促進対策事業費補助金 ６４百万円 

（前年度 ６５５百万円） 

○ 目 的 

若年船員及び離職船員の雇用促進を図るため、雇用促進事業、職業転換等給付

金の支給等を実施する。 

○ 内 容 

若年船員の雇用の拡大に向けて、船員就業フェアを実施するとともに、船員雇用促

進センターが行うトライアル雇用助成等の雇用促進事業等に対し、費用の一部を補

助する。 

離職を余儀なくされた船員のうち、未就職者を対象として船員職業転換等給付金を

支給する。 

 

 



 

（参考）主要連携施策 

 

 

１． 経済的で環境にやさしい船舶（ｽｰﾊﾟｰｴｺｼｯﾌﾟ：SES）関係 

                                    （海事局分：４，１９５百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．港湾物流効率化推進事業（内航フィーダー輸送の利用促進に向けた社会実験） 

                                    （海事局分：３５百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

港湾局港湾局

【【ターミナルターミナル】】におけるにおける
内航フィーダーコンテナ輸送内航フィーダーコンテナ輸送

の効率化に向けたの効率化に向けた調査調査

海事局海事局

内外貿コンテナの内外貿コンテナの【【積替え荷役積替え荷役】】に係るに係る
調査、社会実験調査、社会実験

・内外貿ふ頭間の・内外貿ふ頭間の連携連携強化による港内横持ち輸強化による港内横持ち輸
送の低減送の低減

・内航フィーダー等の取扱に対する施設使用料・内航フィーダー等の取扱に対する施設使用料
等の低減等の低減

・内航コンテナ船の荷役効率化のための調査・内航コンテナ船の荷役効率化のための調査
・内航コンテナふ頭の荷役システムの試験的・内航コンテナふ頭の荷役システムの試験的
構築構築

連携連携

・港運、内航海運のサービス向上・利用促進・港運、内航海運のサービス向上・利用促進
・スーパー中枢港湾の国際競争力の強化・スーパー中枢港湾の国際競争力の強化

内航フィーダー輸送の利用促進に向けた社会実験内航フィーダー輸送の利用促進に向けた社会実験

連携連携連携 
 

・先進的取組みに対する 

重点補助等（政策統括官） 

 

・技術開発、実証実験 

・鉄道運輸機構出資金 

ＳＥＳ開発・普及関連予算 

（海事局） 

環境省

物流システムのグリーン化 海運分野のグリーン化 

経済産業省 

グリーン物流総合プログラム

（政策統括官） 



  
 

３． 電子タグを活用した国際コンテナ物流のセキュリティ強化と物流効率化の両立 

 （海事局分：１６百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４． 沿岸域における適正な水域活用等の促進 

                                     （海事局分： ６百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．接岸中の旅客船に対する陸上電力供給に関する調査      （海事局分：１５百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国際海上コンテナの国際海上コンテナの
セキュリティ強化・物流効率化セキュリティ強化・物流効率化

荷　主荷　主 フォワーダーフォワーダー
ターミナルターミナル
オペレータオペレータ海貨・通関事業者海貨・通関事業者 船　社船　社陸運事業者陸運事業者

港湾局　港湾情報プラットフォーム構築港湾局　港湾情報プラットフォーム構築

総合政策局情報管理部　情報データベース総合政策局情報管理部　情報データベース

【出荷地】【出荷地】 【港湾】【港湾】

各種情報各種情報

・・検討委員会による全体取りまとめ検討委員会による全体取りまとめ
・戦略的導入方策の検討・戦略的導入方策の検討

【入荷地】【入荷地】

海事局　海上輸送海事局　海上輸送

政策統括官付政策統括官付

自動車交通局　陸上輸送自動車交通局　陸上輸送

各種情報各種情報

各種情報各種情報

電力供給設備

陸上電力

電力供給設備

陸上電力

船舶(旅客船)側の受電設備

等に関する調査(海事局) 

陸上(港)側の電力供給設備

等に関する調査(港湾局) 
連 携 

接岸中の船舶からの CO2 等排出ガスの削減 

【実証実験連携イメージ】 

※輸出の場合 

 

・各種規制との調整 
・小型船舶に係る各種調整 
・海上運送事業等に係る調整 等

港湾局 
・港湾等の水域利用に係る調整  
・港湾施設利用に係る調整  
・港湾計画等との調整 等  

・港湾などの公共水域や港湾施設等の既存ストック

の利活用促進 

・健全で安全な小型船舶の利用環境の整備及び海事

思想の普及等 

沿
岸
域
に
お
け
る
公
共
水
域
や
既

存
ス
ト
ッ
ク
等
の
適
正
か
つ
安
全

な
利
活
用
促
進 

各地域毎のプログラム策定（海事局・港湾局）

海事局 


